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－環太平洋連携協定
(

)

　

２
０
１
０
年　

月
、
菅
総
理
大
臣
は
、
所
信
表
明
演
説
で
Ｔ
Ｐ
Ｐ 
環
太
平
洋
連
携
協
定 
へ
の
参
加
を
検
討
し
て
い
る
と
述

10

べ
、 

続
く　

月
、
横
浜
で
開
催
さ
れ
た
Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
首
脳
会
議
で
も
Ｔ
Ｐ
Ｐ
へ
の
参
加
検
討
を
表
明
し
ま
し
た
。
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年
が
明
け
て
１
月
４
日
の
首
相
年
頭
記
者
会
見
で
は
、
６
月
を
め
ど
に
Ｔ
Ｐ
Ｐ
参
加
の
最
終
判
断
を
す
る
と
述
べ
ま
し
た
。

Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
参
加
す
る
と
ど
う
な
る
の
か
？ 　
　
 
当
別
町
や
北
海
道
へ
の
影
響
は
な
い
の
か
考
え
て
み
ま
す
。

Ｔ
Ｐ
Ｐ
と
は

　

発
効
か
ら
原
則　

年
以
内

10

に
１
０
０
％
関
税
撤
廃
を
目

標
と
す
る
ア
ジ
ア
・
太
平
洋

地
域
の
貿
易
自
由
化
を
目
指

す
経
済
的
な
枠
組
み
で
す
。

　

２
０
０
６
年
、
シ
ン
ガ
ポ

ー
ル
、
チ
リ
、
ブ
ル
ネ
イ
、

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
の
４
カ

国
の
協
定
と
し
て
発
効
し
ま

し
た
。
そ
の
後
ア
メ
リ
カ
、

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
、
ペ
ル
ー
、

ベ
ト
ナ
ム
、
マ
レ
ー
シ
ア
が

参
加
を
表
明
し
、
現
在
９
カ

国
で
交
渉
中
で
す
。

　

日
本
で
は
、
自
由
貿
易
に

(

反
対
す
る
農
業
団
体 
自
由

)

化
反
対 
と
輸
出
産
業
（
自
由

化
支
持
）
を
中
心
と
す
る
経

済
界
の
間
で
意
見
が
分
か
れ
、

政
治
的
問
題
に
発
展
し
て
い

ま
す
。

TP
P

  
 

：

正
式
に
は T  rans-

     

P  acific

       Strategic

          Econom
ic

      
   

P  artnership
Agreem

ent

                 
   
（
環

太
平
洋
戦
略
的
経
済
連
携
協

定
）と
い
い
ま
す
が
、一
般
的

にT  rans-

     P  acific

       P  artnership

           

（
環
太
平
洋
連
携
協
定
）と
呼

ん
で
い
ま
す
。

Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
参
加
し
た
場
合

（
農
林
水
産
省
試
算
）

　

国
内
産
業
、
特
に
農
業
な

ど
の
存
続
を
図
る
た
め
、
国

内
外
の
価
格
差
が
大
き
い
海

外
か
ら
の
輸
入
品
に
対
し
、

高
い
関
税
を
か
け
る
こ
と
が

あ
り
ま
す
。

　

例
え
ば
、
こ
ん
に
ゃ
く
は

１
７
０
６
％
、
米
は
７
７
８

％
、
小
麦
に
は
２
５
２
％
の

関
税
が
か
け
ら
れ
、
国
内
の

農
家
は
守
ら
れ
て
き
ま
し
た
。

　

Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
参
加
す
る
場
合
、

物
品
の
関
税
は
例
外
な
く　
10

年
以
内
に
１
０
０
％
撤
廃
す

る
こ
と
が
原
則
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

農
林
水
産
省
は
、

「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
参
加

す
る
と
、
農
産
物

主
要　

品
目
の
関

19

税
の
撤
廃
で
米
の

生
産
額
は
２
兆
円

ほ
ど
減
る
。
国
産

米
の
９
割
は
外
国

産
に
置
き
換
わ
り
、

小
麦
は
す
べ
て
外

国
産
に
置
き
換
わ

っ
て
し
ま
う
。
関

税
撤
廃
に
伴
い
、

外
国
産
の
安
い
農

産
物
が
大
量
に
輸

入
さ
れ
、
国
内
の

農
業
は
大
き
く
衰

退
す
る
。
実
質
Ｇ

Ｄ
Ｐ
（
国
内
総
生

産
）
は
８
兆
円
ほ

ど
減
少
し
、
３
４

０
万
人
の
雇
用
が

喪
失
す
る
」と
試

算
し
て
い
ま
す
。

Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
参
加
し
な
い
場

合（
経
済
産
業
省
試
算
）

　

一
方
で
経
済
産
業
省
は
、

「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
参
加
し
な
い
場

合
、
Ｅ
Ｕ
や
中
国
と
の
経
済

提
携
協
定
（
Ｅ
Ｐ
Ａ
）
に
大

き
く
遅
れ
、
日
本
は
孤
立
す

る
。
車
や
テ
レ
ビ
の
関
税
が

高
い
中
国
、
Ｅ
Ｕ
、
ア
メ
リ

カ
と
２
国
間
で
の
自
由
貿
易

協
定
（
Ｆ
Ｔ
Ａ
）
交
渉
を
進

め
て
い
る
韓
国
は
す
で
に
Ｅ

Ｕ
、
ア
メ
リ
カ
と
合
意
に
達

し
て
い
る
た
め
、
日
本
の
車

や
テ
レ
ビ
は
価
格
競
争
で
韓

国
と
勝
負
で
き
な
く
な
る
。

２
０
２
０
年
に
は
輸
出
額
８

兆
６
千
億
円
が
減
少
し
、
関

連
産
業
を
含
め
た
実
質
Ｇ
Ｄ

Ｐ
は　

兆
５
千
億
円
減
少
し
、

10

８
１
万
人
の
職
が
失
わ
れ

る
」
と
試
算
し
て
い
ま
す
。

特集 ＴＰＰＴＰＰＴＰＰ

（政府機関による試算）

内閣府試算経産省試算農水省試算

ＴＰＰ等締結によ
り関税を１００％
撤廃

日本がＴＰＰ等を
締結せず、韓国がＥ
Ｕ、米国、中国と関
税を撤廃

全世界との間で、１９品
目に係る関税を１００％
撤廃前提条件

農業を含む全産業自動車、電気電子、
機械産業

米、麦、甘味資源作物、
牛乳、乳製品、牛肉等１９
品目

試算対象品目

３．２兆円増１０．５兆円減７．９兆円減ＧＤＰ

８１．２万人減３４０万人減就業機会
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特集： 
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Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
参
加
し
た
場
合

（
内
閣
府
試
算
）

　

農
水
省
、
経
産
省
の
ほ
か
、

内
閣
府
も
試
算
し
て
い
ま
す
。

内
閣
府
は
、「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
参
加

し
た
場
合
、
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
が

最
大
０
・
６
５
％
増
の
３
・

２
兆
円
の
効
果
が
あ
る
」
と

し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
に
三
者
三
様
の

試
算
結
果
が
示
さ
れ
、
ど
の

試
算
が
正
し
い
の
か
、
ど
う

判
断
し
た
ら
よ
い
の
か
、
わ

か
ら
な
い
状
態
に
な
っ
て
い

ま
す
。

北
海
道
や
当
別
町
の
農
業

へ
の
影
響

　

北
海
道
は
農
業
や
食
品
加

工
業
が
地
域
の
基
幹
産
業
と

な
っ
て
い
ま
す
。
米
、
麦
、

砂
糖
、
牛
肉
、
乳
製
品
な
ど

は
適
切
な
国
境
措
置
が
な
け

れ
ば
、
大
き
な
影
響
を
受
け

て
し
ま
い
ま
す
。

　

農
業
産
出
額
、
農
畜
産
物

関
連
産
業
の
影
響
額
、
地
域

経
済
へ
の
影
響
額
を
あ
わ
せ
、

単
年
度
に
北
海
道
に
２
兆
１

千
億
円
以
上
の
影
響
が
出
る

と
試
算
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

北
海
道
の
試
算
と
同
じ
条

件
で
当
別
町
の
農
業
へ
の
影

響
を
試
算
す
る
と
、
米
の
生

産
量
は
９
割
減
少
で
約
１
６

億
円
、
小
麦
生
産
は
１
０
０

％
壊
滅
し
、
２
２
億
円
、
当

別
町
全
体
で
４
１
億
６
千
万

円
の
影
響
額
と
試
算
さ
れ
て

い
ま
す
。

　

日
本
国
内
の
農
業
を
守
る

方
策
や
新
た
な
農
業
振
興
策

を
講
じ
る
こ
と
な
く
Ｔ
Ｐ
Ｐ

に
参
加
し
、
関
税
が
撤
廃
さ

れ
る
と
、
当
別
町
の
農
業
は

壊
滅
的
な
打
撃
を
受
け
ま
す
。

当
別
町
の
動
き

　

当
別
町
で
は
、
平
成　

年
22

　

月　

日
に
Ｔ
Ｐ
Ｐ
参
加
に

11

19

反
対
す
る
「
政
府
の
国
際
貿

易
交
渉
方
針
策
定
に
関
す
る

請
願
書
」
が
北
石
狩
農
業
協

同
組
合
、
当
別
町
商
工
会
他

６
団
体
か
ら
当
別
町
議
会
に

提
出
さ
れ
ま
し
た
。

　

議
会
で
は
、　

月　

日
に

11

29

開
催
さ
れ
た
第
５
回
臨
時
議

会
に
お
い
て
、
全
会
一
致
で

請
願
書
を
採
択
し
、
国
な
ど

の
関
係
機
関
に
意
見
書
を
提

出
す
る
こ
と
に
し
ま
し
た
。

　
　

月
５
日
に
は
、
政
府
の

12
国
際
貿
易
交
渉
方
針
策
定
に

関
す
る
請
願
報
告
会
が
商
工

会
館
で
開
催
さ
れ
、
竹
田
議

長
が
請
願
書
の
議
会
で
の
取

り
扱
い
に
つ
い
て
報
告
し
ま

し
た
。

　
　

月
８
日
と
９
日
、
竹
田

12
議
長
、
高
谷
副
議
長
、
小
野

議
会
運
営
委
員
会
委
員
長
が

上
京
し
、
農
林
水
産
省
、
経

済
産
業
省
、
道
内
選
出
国
会

議
員
な
ど
に
意
見
書
を
提
出

し
ま
し
た
。

　

更
に
内
閣
官
房
国
家
戦
略

室
に
設
置
さ
れ
た
ば
か
り
の

「
食
と
農
林
漁
業
の
再
生
推

進
本
部
」
を
訪
問
し
、
当
別

町
の
農
業
を
取
り
巻
く
現
状

や
Ｔ
Ｐ
Ｐ
参
加
へ
の
懸
念
な

ど
を
強
く
訴
え
て
き
ま
し
た
。

政府の国際貿易交渉方針策定に関する意見書（要約）
 

　当別町は、開拓入植以来これまで、農林業を中心として、商工業との連携により、

発展してきた。現在、町全体が一丸となって農商工連携による様々な取り組みを進め

ている。

　しかし、今日のＷＴＯ・ＥＰＡ交渉による国際化の進展や資材高騰、農産物価格の

低迷などにより、農業を取り巻く状況は一層厳しさを増しており、地域経済の持続的

発展が懸念される状況にある。農林水産省試算では、ＴＰＰへの参加が実現すると食

料自給率は１４％（現在４０％）に落ち込み、国内農業のみならず関連産業への影響

はＧＤＰで約８兆円の喪失になると試算されており、農業が基幹産業である当別町は

壊滅的な打撃を受ける。

　わが国の食料安全保障と両立できないＴＰＰ交渉への参加は認められず、断固反対

する。ＥＰＡ基本方針の策定にあたっては、持続可能な地域農業の確立を図るととも

に、地方経済の振興発展を目指すべきであると考え、政府に対し次の事項について強

く要請する。

記

１　国際貿易交渉に当たっては、農業・農村の多面的機能の発揮や食料安全保障の

確保を図るなど、これまでの基本方針を堅持し、国内農業・農村の振興及び地方

経済の振興を損なわない対応をすること。

２　関税撤廃が原則である、ＴＰＰ交渉へは参加しないこと。

　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

平成２２年１１月２９日

北海道石狩郡当別町議会議長　竹田　和雄　　


